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銀行法施行規則等の一部改正その他諸状況の変化に伴う 

「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則」の一部改正について（案） 

平成 30 年 12 月 18 日 

日本証券業協会 

Ⅰ．改正の趣旨 

本協会では、特別会員が有価証券を取り扱う場合には、預金等との誤認防止の観点から、特定の窓口において

取り扱うとともに、預金等ではないことその他所定の事項を顧客の目につきやすいように当該窓口に掲示するこ

ととしている。 

銀行法施行規則等においても、これと同趣旨の規定が置かれていたところであるが、平成 30年８月 16 日付け

で施行された同法施行規則等の一部改正では特定の窓口の設置義務が廃止され、所定の事項の掲示について、当

該営業所内において顧客の目につきやすい場所に適切に掲示しなければならないと変更された。これを受け、本

協会では、預金等との誤認防止措置の水準を落とさないという前提の下、上記事項を実現する方策に関して検討

を行い、自主規制規則において、所定の事項の掲示場所を定めるとともに、例外となる場合の説明方法等に関し

て規定することとした。 

また、金融商品取引所が信用取引残高の日々公表銘柄に指定した銘柄については、過当勧誘の防止等の観点か

ら、協会員が顧客から信用取引を受託する場合には当該顧客にその旨及び内容を説明することとしているが、昨

今インターネット環境の向上を始め投資者が当該指定に係る情報を取得する手段が多様化・拡充している状況に

あるため、当該説明義務の必要性に関し検討を行い、当該義務を廃止することが妥当との結論に至った。 

これらを踏まえ、「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則」を一部改正することとする。 
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Ⅱ．改正の骨子 

○ 「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則」の一部改正について

（１）銀行法施行規則等の一部改正に伴う改正

特別会員（保険会社を除く。）が、その営業所又は事務所において有価証券を取り扱う場合の、特定の窓

口において取り扱う義務を廃止し、当該場合に預金等ではないことその他所定の事項を、窓口を利用する

顧客がその場で目視できる場所に掲示するものとする。ただし、所定の事項の説明を、当該有価証券を取

り扱う前に行い、かつ、約定までに書面の交付又は提示（タブレット端末等の画面表示を含む。）を行う場

合には、当該場所以外の場所に掲示することを妨げないこととする。（第 10条第３項） 

（２）信用取引残高の日々公表銘柄に関する改正

金融商品取引所が信用取引残高の日々公表銘柄に指定した銘柄については、協会員が顧客から信用取引

を受託する場合の顧客への説明義務を廃止することとする。（第 12条第３項） 

（３）その他所要の改正

法令との整合性を図るための所要の改正を行う。（第 10条第４項、第 15 条第１項）

Ⅲ．施行の時期 

  この改正は、本協会が別に定める日から施行する。 
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パブリックコメントの募集スケジュール等 

(1) 募集期間及び提出方法

① 募集期間：平成 30 年 12 月 19 日(水)から平成 31 年１月 18 日(金)17:00 まで(必着)

② 提出方法：郵便又は協会ホームページ内専用フォームにより下記までお寄せください。

郵便の場合：〒103-0027 東京都中央区日本橋２－11－２ 

日本証券業協会 自主規制企画部 宛 

専用フォームの場合： https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=15 

(2) 意見の記入要領

件名を「銀行法施行規則等の一部改正その他諸状況の変化に伴う『協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する

規則』の一部改正に対する意見」とし、次の事項を御記入のうえ、御意見を御提出ください。 

① 氏名又は名称

② 連絡先（電子メールアドレス、電話番号等）

③ 法人又は所属団体名（法人又は団体に所属されている場合）

④ 意見の該当箇所

⑤ 意見

⑥ 理由

○ 本件に関するお問い合わせ先

日本証券業協会 自主規制企画部 （TEL 03-6665-6769） 

以 上 

https://www.jsda.or.jp/contact/app/Contact.php?id=15
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銀行法施行規則等の一部改正その他諸状況の変化に伴う 

「協会員の投資勧誘、顧客管理等に関する規則」の一部改正について（案） 

平成 30 年 12 月 18 日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改 正 案 現 行 

（預金等との誤認防止） 

第 10 条 特別会員は、定款第５条第３号に規定する登録金

融機関業務（以下「登録金融機関業務」という。）に関し、

金商法第 33 条第２項第１号から第４号までに掲げる有価証

券（国債証券等（金商法第２条第１項第１号及び第２号に

掲げる有価証券並びに同項第３号及び第５号に掲げる有価

証券（政府が元本の償還及び利息の支払について保証して

いるものに限る。）をいう。以下同じ。）及び国債証券等の

みの有価証券指数を除く。）を取り扱う場合には、業務の方

法に応じ、顧客の知識、経験及び財産の状況を踏まえ、顧

客に対し、書面の交付その他の適切な方法により、これら

有価証券と預金等との誤認を防止するための説明を行わな

ければならない。 

（預金等との誤認防止） 

第 10 条 （ 同 左 ） 

２ 特別会員は、前項に規定する説明を行う場合には、次の

各号に掲げる事項を説明しなければならない。 

２ （ 同 左 ） 

１ 預金等ではないこと（保険会社にあっては保険契約でな

いこと。）。 

２ 預金保険法第 53 条に規定する保険金の支払いの対象と

はならないこと（保険会社にあっては保険業法第 270 条の

３第２項第１号に規定する補償対象契約に該当しないこ

と。）。 

１～６ （ 同 左 ） 

資料１－２ 
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改 正 案 現 行 

３ 金商法第 79 条の 21 に規定する投資者保護基金による同

法第 79 条の 56 の規定に基づく一般顧客に対する支払の対

象でないこと（特別会員が有価証券の預託を受ける場合に

限る。）。 

４ 元本の返済が保証されていないこと。 

５ 契約の主体 

６ その他預金等との誤認防止に関し参考となると認められ

る事項 

３ 特別会員（特別会員が保険会社である場合を除く。）は、

その営業所又は事務所において、第１項に掲げる有価証券

を取り扱う場合には、前項第１号から第４号までに掲げる

事項を、当該有価証券を取り扱う窓口を利用する顧客がそ

の場で目視できる場所に掲示するものとする。ただし、第

１項の規定に基づく説明を、当該有価証券を取り扱う前に

行い、かつ、約定までに書面の交付又は提示（タブレット

端末等の画面表示を含む。）を行う場合には、当該場所以外

の場所に掲示することを妨げない。 

（ 新 設 ） 

４ 特別会員（特別会員が保険会社である場合に限る。）は、

その営業所又は事務所において、第１項に掲げる有価証券

を取り扱う場合には、特定の窓口において取り扱うととも

に、第２項第１号から第４号までに掲げる事項を顧客の目

につきやすいように当該窓口に掲示しなければならない。 

３ 特別会員は、その営業所又は事務所において、第１項に

掲げる有価証券を取り扱う場合には、特定の窓口において

取り扱うとともに、前項第１号から第３号までに掲げる事

項を顧客の目につきやすいように当該窓口に掲示しなけれ

ばならない。 
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改 正 案 現 行 

（過当勧誘の防止等） 

第 12 条     （ 現行どおり ） 

（過当勧誘の防止等） 

第 12 条 （ 省 略 ） 

２        （ 現行どおり ） ２ （ 省 略 ） 

３ 協会員は、前項各号に掲げる銘柄及び金融商品取引所又

は証券金融会社により次の各号に掲げる措置が採られてい

る銘柄については、顧客から信用取引を受託する場合にお

いて、当該顧客に対し、これらの措置が行われている旨及

びその内容を説明しなければならない。 

３ （ 同 左 ） 

（ 削   る ） １ 金融商品取引所が信用取引残高の日々公表銘柄に指定し

た銘柄 

１ 金融商品取引所が信用取引に係る委託保証金の率の引

上げ（委託保証金の有価証券をもってする代用の制限等

を含む。）措置を行っている銘柄 

２ （ 同 左 ） 

２ 証券金融会社が貸株利用等に関する注意喚起通知を行

った銘柄 

３ （ 同 左 ） 

４～５      （ 現行どおり ） ４～５ （ 省 略 ） 

（内部者登録カードの整備等） 

第 15 条 協会員は、金商法第 166 条に規定する上場会社等

の特定有価証券等に係る売買等を初めて行う顧客から、次

の各号に掲げる者（以下「上場会社等の役員等」という。）

に該当するか否かにつき届出を求めるとともに、当該届出

に基づき、上場会社等の役員等に該当する者については、

上場会社等の特定有価証券等に係る売買等が行われるまで

に内部者登録カードを備え付けなければならない。 

（内部者登録カードの整備等） 

第 15 条     （ 同 左 ） 
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改 正 案 現 行 

１ 次に掲げる者 

イ （ 現行どおり ）

ロ （ 現行どおり ）

ハ 上場投資法人等の資産運用会社（投信法第２条第 21

項に規定する資産運用会社をいう。以下同じ。）の役員

１ 次に掲げる者 

イ （ 省 略 ） 

ロ （ 省 略 ） 

ハ 上場投資法人等の資産運用会社（投信法第２条第 19

項に規定する資産運用会社をいう。以下同じ。）の役員

２～10 （ 現行どおり ） ２～10 （ 省 略 ） 

２～７  （ 現行どおり ） ２～７ （ 省 略 ） 

 付   則 

この改正は、本協会が別に定める日から施行する。 
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銀行法施行規則等の一部改正の内容 

平成 30年 12月 18日 

今般、銀行法施行規則等 1 が一部改正（平成 30 年８月 16 日付け施行）され、銀行等が有価証券（国債証券等を除く。

以下同じ。）を取り扱う際の預金等との誤認防止措置の一部が変更された（次頁【参考】参照）。 

本改正は、平成 29事務年度金融行政方針における、「銀行代理業制度や店舗制度の課題の検討等、フィンテック時代に対

応した制度の点検・見直し等を行う」との方針の下、関係者から寄せられた規制緩和要望等を踏まえて規制の見直しが図ら

れたもの。 

これにより、登録金融機関（保険会社を除く）は、その営業所において有価証券を取り扱う場合に求められる要件が、以

下のとおり変更されることとなった。 

（変更前）                        （変更後） 

１．書面の交付その他適切な方法により、預金等と

の誤認を防止するための必要事項（①預金等で

はないこと、②預金保険の対象とならないこと、

③元本割れのリスクがあること、④契約の主体、

⑤その他）を説明すること

２．有価証券を取り扱う場合には、特定の窓口にお

いて取り扱うこと 

３．上記１．の①～③を、顧客の目につきやすいよ

うに上記２．の窓口に掲示すること 

１．（変更なし） 

２．（廃止） 

３．上記１．の①～③を、顧客の目につきやすい場所に

適切に掲示すること 

上記の規定は、銀行等における投資信託の窓口販売の解禁に合わせて、平成 10年 12月に措置されたもの。 

上記の有価証券の取扱いには、投資信託の窓口販売だけでなく、平成 16年 12月に解禁された登録金融機関による証券仲

介業務が含まれている。 

1 「銀行法施行規則」以外に「信用金庫法施行規則」（第 104 条）、「協同組合による金融事業に関する法律施行規則」（第 42 条）、「労働金庫法施行

規則」（第 87 条）、「農業協同組合及び農業協同組合連合会の信用事業に関する命令」（第 12 条）、「漁業協同組合及び漁業協同組合連合会の信用事

業に関する命令」（第９条）で同様の改正条文の措置がされているが、「保険業法施行規則」（第 53 条の 2）については措置されていない。 

参考 
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「特定の窓口」とは、必ずしも「有価証券しか取り扱うことができない専用の窓口」を指すのではなく、本業に加えて有

価証券も取り扱える窓口を特定する（固定する）という意味。 

なお、「主要行等向けの総合的な監督指針」及び「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」では、「特定されている

窓口以外での取扱い等といった、投資家保護に支障となり得る事態を未然に防止するための態勢が整備されているかについ

て、留意する」旨の規定が存置されている。 

以 上 

【参考】銀行法施行規則第 13条の５（金銭債権等と預金等との誤認防止）の改正内容 

改正前 改正後 

第十三条の五 （変更なし） 第十三条の五 銀行は、次に掲げる商品を取り扱う場合には、業務の方

法に応じ、顧客の知識、経験、財産の状況及び取引を行う目的を踏ま

え、顧客に対し、書面の交付その他の適切な方法により、預金等との

誤認を防止するための説明を行わなければならない。 

一～三 （省略） 

２ （変更なし） ２ 銀行は、前項に規定する説明を行う場合には、次に掲げる事項（当

該銀行が発行する社債（法第十条第三項第一号に掲げる短期社債を除

く。）にあつては、第三号及び第四号に掲げるものを除く。）を説明す

るものとする。 

一 預金等ではないこと。 

二 預金保険法第五十三条に規定する保険金の支払の対象とはならないこと。  

三 元本の返済が保証されていないこと。 

四 契約の主体 

五 その他預金等との誤認防止に関し参考となると認められる事項 

３ 銀行は、その営業所において、第一項に掲げる商品を取り扱う場合

には、特定の窓口において取り扱うとともに、前項第一号から第三号

までに掲げる事項を顧客の目につきやすいように当該窓口に掲示し

なければならない。 

３ 銀行は、その営業所において、第一項に掲げる商品を取り扱う場合

には、前項第一号から第三号までに掲げる事項を当該営業所内におい

て顧客の目につきやすい場所に適切に掲示しなければならない。 

４         （省  略） ４ （省  略） 
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自主規制規則の見直しに関する検討結果等について 

平成 30 年 12 月 18 日 

日 本 証 券 業 協 会 

本協会では、本年４月 18日から５月 17 日までの間、協会員等に対して「本協会の自主規制規則の見直しに関

する提案」の募集を行い、本年９月 20日に「自主規制規則の見直しに関する検討計画」を公表いたしました。 

上記検討計画における「規制の見直しの検討に着手する事項（２件）」に関する検討結果等について、下記①の

とおり、御報告申し上げます。 

また、「平成 29年度の自主規制規則の見直しに関する検討結果等」において、「再度議論を行うこと」となって

いた提案事項（１件）について、その後の検討状況を下記②のとおり、併せて御報告申し上げます。 

① 平成 30 年度の自主規制規則の見直しに関する検討結果等

項番 
「自主規制規則の見直しに関する検討計画」（平成 30 年９月 20 日） 検討結果（又は検討状況） 

提案事項 提案の概要 （ 〇検討済、△検討中） 

１ 「有価証券の引
受け等に関する
規則」第 20 条第
２項の見直しに
ついて 

【有価証券の引
受け等に関する
規則】 

○ 「有価証券の引受け等に関する規則」第 20 条第２項
に関し、株券等の募集に係る資金の使途を M&A とする場
合において、原則１年以内としている資金使途の充当期
限及び代替使途について、発行者に対する公表の要請に
関する規定を撤廃する方向で見直しを行ってはどうか。

【提案理由】 
平成 26 年度の自主規制規則の見直しの際に議論され

たトピックではあるものの、当時も様々な意見があった
と認識しており、時間も経過していることから、あらた
めて見直すべきか検討してはどうか。  
当時は、IPO と PO で本規定に関する取扱いの差異が中

○ 検討済
「引受けに関する

ワーキング・グルー
プ」における議論で
は、本提案について少
数ではあるが賛同す
る意見はあったもの
の、以下のような理由
により、本規定（有価
証券の引受け等に関
する規則第 20 条第２
項）を撤廃しないこと

資料２
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項番 
「自主規制規則の見直しに関する検討計画」（平成 30 年９月 20 日）  検討結果（又は検討状況） 

提案事項 提案の概要  （ 〇検討済、△検討中） 

心に議論されたが、M&A と他の資金使途項目との差異や、
PO と他の資金調達手段との整合性の観点からも検討す
べきではないか。 
IPO と PO で取扱いに差異が認められているのは、既存

株主への影響を考慮しているとのことだが、POが最適と
して考えられる場合も他の資本調達手段が選択せざるを
得ない状況になってしまうのであれば、結果的に既存株
主への影響が生じるのではないか。 
近時、M&A の実施を検討する上場会社が、公募増資を

断念し、第三者割当による行使価額修正事項付新株予約
権（いわゆる MSWT）等の発行を選択する傾向が見受けら
れ、こうした傾向は今後も継続するものと考えられる。 
本規則が、資本市場の活性化の妨げとなっていること

が無いか、見直しを行った方が良いと考えられる。 
＜資金使途の充当期限について＞ 

例えば、M&A 以外であれば１年より長い期間の充当期
限が認められており、M&A に限って充当期限の制限を設
ける必要性は乏しいのではないか。 
また、金商法上はかかる充当期限の制限が無いため、

発行者の資本戦略上、POが合理的であっても１年以内に
充当できなければ、他の資本調達手段を選択せざるを得
ないことも考えられる。 

＜代替使途について＞ 
現行の規則においても、引受証券会社は M&A の実現可

能性について分野、規模及び時期等から確認することと

が妥当との結論に至
った。 
・M&A の実現可能性の
判断の拠り所、規律
として一定の枠組み
は必要であり、当該
規定はそういった意
味で意義がある。 

・正当な理由があれば
充当期限の延長が可
能との解釈に基づい
て運用されており、
敢えて改正する必要
はない。現行の規則
を緩和するものと誤
解を招く恐れがあ
る。 
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項番 
「自主規制規則の見直しに関する検討計画」（平成 30 年９月 20 日）  検討結果（又は検討状況） 

提案事項 提案の概要  （ 〇検討済、△検討中） 

されており、必ずしも M&A 以外が資金使途である場合と
比較して、不確実性が高いとは言えない状況もあり得る
と考えられるため、M&A だからといって一律に代替使途
を求める必要性は乏しいのではないか。 
また、金商法上は重要な変更が生じた場合に開示を求

められており、発行者への規律も存在すると考えられる
が、M&A を資金使途とする PO については一律に発行時に
代替使途を求める規制があるため、前述の充当期限の議
論と同様に、発行者の資本戦略上、POが合理的であって
も、他の資本調達手段を選択せざるを得ないことも考え
られる。 

２ 協会員の従業員
による信用取引
及び有価証券関
連デリバティブ
取引等の禁止の
一部見直し 
 
【協会員の従業
員に関する規則】 

○ 専ら投機的取引防止の大きな理由は、従業員の過当投
機ならびに顧客および会社に損害を及ぼすことである
とされている（外務員必携）。 
前者については、例えば、取引回数または建玉の上限

を設定する等の方法によってもこれを管理することは可
能。 
後者については、従業員による顧客や会社の資産の横

領を指すと解されるが、注文におけるキャッシュレス化
が進んでいる現状において、横領を直接的に防止する役
割は終えていると考える。 
したがって、いずれも従業員の取引機会を大きく制限

する理由にはならないと考える。 
顧客本位の業務運営を行うに当たり、顧客に提供する

サービスを顧客目線で継続的に改善していくことが求め

 ○ 検討済 
 「自主規制規則の改
善等に関する検討ワ
ーキング・グループ」
において検討を行っ
たが、提案への賛同が
得られなかったため、
規則の見直しは行わ
ないとの結論に至っ
た。 
 大多数の意見とし
ては、「本年度の提案
はETFの信用取引の解
禁に絞られたもので
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項番 
「自主規制規則の見直しに関する検討計画」（平成 30 年９月 20 日）  検討結果（又は検討状況） 

提案事項 提案の概要  （ 〇検討済、△検討中） 

られる。そのために、会社が顧客に提供する信用取引を
社員自身が体験できるようにすることは有益であると考
えられる。 
ETF の信用取引を解禁するにあたっては、通常の管理

に加え、次のような条件を追加することが考えられる。 
・立会時間中の発注を禁止。 
・１日の取引金額の制限（30 万円）。 
・約定価額と同額以上の保証金差入れ（保証金率 100％）。 
・取引経験をサービスに生かすためのレポート提出義務
付け。 

・上記が遵守されていることの日次の事後確認。 
・違反があれば取引停止、社内処分の実施。 
・従業員が他社で取引する場合は、他社から取引情報の
提供を受けられる先に限定。 
具体案を通して検討することにより、専ら投機的な取

引に該当しないことの確認が容易になり、その遵守のた
めの内部管理態勢の構築にかかる労力・コストが明確に
なると考える。また、具体案が専ら投機的な取引に該当
しないことの確認ができれば、実務上判断が困難である
点について明確化するという本ワーキング・グループの
設置目的にかなうものと考える。 
以上の理由から、但書に、「金商法第 166 条に規定する

上場会社等の特定有価証券等に該当しない有価証券の信
用取引」を追加し、ETF の信用取引を解禁してはどうか。 

あったが、一般的には
現物取引と比して信
用取引は投機的取引
と見られることが多
く、また投機的取引に
該当しない範囲を予
め設定することは容
易ではなく、一定の条
件を追加したとして
も取引の性格が変わ
るものではない。」と
いったものや、「提案
で示される条件を追
加する信用取引であ
れば、現物取引によっ
て同等の投資効果が
得られることから、有
益な規則改正とはな
らない。」などであっ
た。 
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② 平成 29年度の自主規制規則の見直しに関する検討結果等 

項番 提案事項 提案の概要 
検討結果（又は検討状況） 
（ 〇検討済、△検討中） 

３ 取引所又は証券
金融会社による
規制措置が取ら
れている銘柄に
係る説明義務の
適用除外 
 
【協会員の投資
勧誘、顧客管理等
に関する規則】 

○  協会員は、金融商品取引所又は証券金融会社により以
下の１～３の措置が採られている銘柄については、顧客
から信用取引を受託する場合において、当該顧客に対
し、これらの措置が行われている旨及びその内容を説明
しなければならないことになっている。 
しかしながら、信用取引を行う顧客の大半は、１～３

に該当する銘柄を了知していると思われるが、とりわけ
１の日々公表銘柄については、一部の新聞において全て
の銘柄が掲示され、また、証券各社のホームページにも
掲載されている。 
ついては、１の日々公表銘柄については、説明義務の

対象から除外してはどうか。 
 
１ 金融商品取引所が信用取引残高の日々公表銘柄に指
定した銘柄 

２ 金融商品取引所が信用取引に係る委託保証金率の引
上げ（委託保証金の有価証券をもってする代用の制限
等を含む。）措置を行っている銘柄 

３ 証券金融会社が貸株利用等に関する注意喚起を行っ
た銘柄 

 ○ 検討済 
昨年度の「自主規制

規則の改善等に関す
る検討ワーキング・グ
ループ」では、PTS 信
用取引全体の枠組み
がわかってから検討
すべきであるとの合
意が得られたため、
PTS 信用取引解禁の議
論の動向を確認後、再
度議論を行うことと
なった。 
今年度の同ワーキ

ング・グループにおい
て検討を行った結果、
昨今のインターネッ
ト環境の整備に伴い、
投資者自身が日々公
表銘柄の指定に係る
情報を取得しやすい
状況であり、PTS 信用
取引が開始された場
合であっても、当該状
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項番 提案事項 提案の概要 
検討結果（又は検討状況） 
（ 〇検討済、△検討中） 

況に影響は及ばない
ことが確認されたた
め、「協会員の投資勧
誘、顧客管理等に関す
る規則」第 12 条第３
項第１号を削除し、協
会員が顧客から信用
取引を受託する都度、
顧客に対して日々公
表銘柄に指定した銘
柄である旨を説明し
なければならない義
務を廃止する結論に
至った。 

 

 

以  上 
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会員の2018年度中間決算概況について 

 

2018 年 12 月 19 日 

日 本 証 券 業 協 会 
 

１．会員（258社）の中間決算概況注1 

会員の2018年度中間決算概況は以下のとおりである。 

 

（１） 純営業収益は１兆6,619億円（前年同期比713億円減、同４％減）であった。 

① 受入手数料は、引受け・売出し手数料が776億円（同101億円増、同15％増）及

びその他の受入手数料が5,616 億円（同 191億円増、同４％増）と前年同期を上回

った一方、委託手数料が2,690 億円（同 254億円減、同９％減）及び募集・売出し

の取扱手数料が1,333億円（同270億円減、同17％減）と前年同期を下回ったこと

から、全体として１兆 419 億円（同 231億円減、同２％減）と前年同期と比べ微減

となった。 

② トレーディング損益は4,068億円（同747億円減、同16％減）と前年同期を下回

った。 

③ 金融収益は、受取配当金が 1,733億円（前年同期比288億円増、同 20％増）であ

ったことから、4,626億円（同662億円増、同17％増）と前年同期を上回った。 

 

（２） 販売費・一般管理費は、取引関係費が3,451億円（前年同期比142億円減、同４％

減）及び人件費が5,352億円（同38億円減、同１％減）となったことなどから、全体

として１兆3,988億円（同286億円減、同２％減）となった。 

 

（３） 以上のことから、営業損益は2,631億円（前年同期比426億円減、同14％減）、当

期純損益は2,116億円（同300億円減、同12％減）と、それぞれ前年同期を下回っ

た。 

                                                   
注1  2018年９月末現在の会員267社のうち、廃業した会社など９社を除く258社の合算ベース。前

年同期（256社）より２社増。 

決算数値の集計に当たっては、2014年金融商品取引法等改正による事業年度規制の見直しに伴

い、３月決算以外の会員があることから、以下の①～⑥の合計としている。 

① 2018年５月決算会社１社の中間決算（2017年６月～2017年 11月）の数値 

② 2018年 10月決算会社４社の中間決算（2017年 11月～2018年４月）の合計数値 

③ 2018年 11月決算会社２社の中間決算（2017年 12月～2018年５月）の合計数値。 

④ 2018年 12月決算会社38社の中間決算（2018年１月～2018年６月）の合計数値。 

⑤ 2019年１月決算会社１社の中間決算（2018年２月～2018年７月）の数値。 

⑥ 2019年３月決算会社212社の中間決算（2018年４月～2018年９月）の合計数値。 

 

資 料 ３ 
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２．各社の当期損益の状況 

決算状況から、全 258 社を当期純損益で利益計上した会社（黒字会社）と損失計上し

た会社（赤字会社）に区分してみると、169社が黒字会社（前年同期比19社減）で、全

体の66％を占めている。 

 

 

2018年度中間期の状況 

 黒字会社 赤字会社 

社数 割合 社数 割合 

全国 258社のうち 169社 66% 89社 34% 

国内法人 248社のうち 162社 65% 86社 35% 

 本庁監理会社 66社のうち 54社 82% 12社 18% 

財務局監理会社 182社のうち 108社 59% 74社 41% 

外国法人 10社のうち 7社 70% 3社 30% 

（注）「割合」は、各区分の会社数に占める割合。 

 

 

【参考】 

2017年度中間期の状況 

 黒字会社 赤字会社 

社数 割合 社数 割合 

全国 256社のうち 188社 73% 68社 27% 

国内法人 245社のうち 179社 73% 66社 27% 

 本庁監理会社 66社のうち 52社 79% 14社 21% 

財務局監理会社 179社のうち 127社 71% 52社 29% 

外国法人 11社のうち 9社 82% 2社 18% 

（注）「割合」は、各区分の会社数に占める割合。 

 

以   上 



（単　位　：　百万円）

区分

項目 2018中間期 2017中間期 2017通期 （Ａ） （Ａ） 2018中間期 2017中間期 2017通期 （Ａ） （Ａ） 2018中間期 2017中間期 2017通期 （Ａ） （Ａ）

（Ａ） （B） （Ｃ）
（Ｂ） （Ｃ）

（Ａ） （B） （Ｃ）
（Ｂ） （Ｃ）

（Ａ） （B） （Ｃ）
（Ｂ） （Ｃ）

社 社 社 ％ ％ 社 社 社 ％ ％ 社 社 社 ％ ％

258 256 259 - - 248 245 249 - - 10 11 10 - -

営業収益 1,946,654 1,971,662 4,133,306 99% 47% 1,917,530 1,946,446 4,076,737 99% 47% 29,124 25,216 56,568 115% 51%

　受入手数料 1,041,963 1,065,075 2,261,322 98% 46% 1,030,771 1,053,312 2,236,590 98% 46% 11,192 11,763 24,732 95% 45%

　　委託手数料 269,082 294,509 645,082 91% 42% 268,060 293,753 643,393 91% 42% 1,022 756 1,688 135% 61%

　　引受・売出手数料 77,620 67,448 138,645 115% 56% 77,579 67,314 138,510 115% 56% 41 134 134 31% 31%

　　募集・売出しの取扱手数料 133,390 160,399 332,270 83% 40% 133,390 160,399 332,268 83% 40% 0 0 2 - 0%

　　その他の受入手数料 561,679 542,519 1,145,324 104% 49% 551,552 531,648 1,122,417 104% 49% 10,127 10,871 22,907 93% 44%

　トレーディング損益 406,832 481,629 1,004,816 84% 40% 405,667 481,938 1,005,392 84% 40% 1,165 ▲ 309 ▲ 575 - -

　金融収益 462,692 396,435 808,078 117% 57% 445,926 382,677 775,667 117% 57% 16,766 13,758 32,411 122% 52%

　　受取配当金 173,307 144,478 289,714 120% 60% 171,209 141,869 284,261 121% 60% 2,098 2,609 5,452 80% 38%

金融費用 284,612 238,277 492,202 119% 58% 271,498 229,648 469,638 118% 58% 13,114 8,629 22,563 152% 58%

純営業収益 1,661,967 1,733,305 3,641,103 96% 46% 1,645,958 1,716,721 3,607,098 96% 46% 16,009 16,584 34,005 97% 47%

販売費・一般管理費 1,398,813 1,427,490 2,908,633 98% 48% 1,386,522 1,416,239 2,884,803 98% 48% 12,291 11,251 23,829 109% 52%

営業損益 263,123 305,757 732,469 86% 36% 259,409 300,427 722,294 86% 36% 3,714 5,330 10,175 70% 37%

営業外損益 25,249 29,188 30,745 87% 82% 25,069 29,064 30,430 86% 82% 180 124 316 145% 57%

経常損益 288,378 334,965 763,214 86% 38% 284,486 329,513 752,724 86% 38% 3,892 5,452 10,490 71% 37%

特別損益 5,222 7,190 7,360 73% 71% 5,253 7,207 2,360 73% 223% ▲ 31 ▲ 17 5,000 - -

税引前損益 293,598 342,161 770,574 86% 38% 289,736 336,726 755,084 86% 38% 3,862 5,435 15,490 71% 25%

法人税等 81,822 100,404 234,655 81% 35% 81,397 99,105 230,943 82% 35% 425 1,299 3,713 33% 11%

当期純損益 211,665 241,684 535,917 88% 39% 208,230 237,551 524,140 88% 40% 3,435 4,133 11,777 83% 29%

会員の2018年度中間決算概況

全　　　　　　　　　国 国　内　法　人 外　国　法　人

会　社　数
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（注２）　「法人税等」には「法人税等調整額」等を含む。

（注１）　2018年９月末現在の全国証券会社267社のうち、廃業した会社など９社を除く。

（注３）　決算数値の集計に当たっては、2014年金融商品取引法等改正による事業年度規制の見直しに伴い、３月決算以外の会員があることから、以下の①～⑥の合計としている。
    ① 2018年５月決算会社１社の中間決算（2017年６月～2017年11月）の数値
    ② 2018年10月決算会社４社の中間決算（2017年11月～2018年４月）の合計数値
    ③ 2018年11月決算会社２社の中間決算（2017年12月～2018年５月）の合計数値。
    ④ 2018年12月決算会社38社の中間決算（2018年１月～2018年６月）の合計数値。
    ⑤ 2019年１月決算会社１社の中間決算（2018年２月～2018年７月）の数値。
    ⑥ 2019年３月決算会社212社の中間決算（2018年４月～2018年９月）の合計数値。
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